
１　計画体系 　　　　　　　　　       　 ２　将来の都市像とまちづくりの基本的な考え方                         ３　将来推計人口と将来推計人口モデル

４　まちづくりの基本目標とそれを達成するための具体的な取組

重点目標 重要業績評価指標（KPI）

１良好な生活機能が確保されている都市（まち） １ 結婚サポートや出産ケアの充実
市が支援する独身男女の交流会等の延べ参加者数／産婦健診受診率／特定不
妊治療費助成件数

「子育てしやすい地域である」と
思う人の割合

２ 乳幼児の健康の保持と増進 母子保健相談延べ支援件数

合計特殊出生率 ３ 幼児教育・保育サービスの提供
保育所等の待機児童数／ファミリー・サポート・センターの活動件数と援助
会員数

４ 子育て家庭への生活支援と相談機能の充実
地域子育て支援センターの延べ利用者数／障がい児相談支援延べ利用者数／
学習支援事業参加者数

５ 子どもの居場所の確保 児童クラブの待機児童数

１ 地域医療サービスの確保 病院・診療所の管理運営基準適合率

医療サービスに満足している人の
割合

２ 健康危機管理体制の確立
災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）への登録職員数／結核罹患率（人
口10万人対）

「いつまでも在宅で生活したい」
と思う人の割合

３ 健康づくりの推進
胃がん、肺がん、大腸がん、子宮頸がん、乳がんの５つのがん検診の平均受
診率／特定健診受診率／歯周疾患検診受診率／自殺死亡率（人口10万人対）

三大疾病による死亡率 ４ 地域包括ケアシステムの確立
自立支援型地域ケア会議の開催数／認知症サポーター人数／一般介護予防事
業参加者数

５ 障がい者の自立と社会参加の促進
障がい者相談支援延べ利用者数／障がい福祉サービスの支給決定者数／就労
継続支援Ｂ型事業所の平均工賃額（月額）／就労移行支援事業の利用者数

６ 社会保障の確保
1人あたりの診療費（国民健康保険）／ジェネリック医薬品の使用率／生活
保護受給者で就労可能な者のうち就労支援事業に参加した者の割合

１ 既存ストックの有効活用
市営住宅の高度バリアフリー化率／空き家バンクの登録件数／耐震診断補助
件数／耐震改修工事補助件数

居住環境に満足している人の割合 ２ 公園・緑地の確保 市民一人当たりの都市公園面積

温室効果ガス排出削減率 ３ スマートシティの取組の推進
太陽光発電設備余剰電力導入容量／みやざきエコアクション認証登録事業者
数

４ 自然環境の保全
公共用水域環境基準（BOD）達成率／植林面積／伐採面積／環境学習パート
ナー派遣回数

５ 廃棄物対策の推進
市民１人１日あたりのごみの排出量／事業系一般廃棄物収集運搬許可業者契
約件数

６ 暮らしの安全・衛生の確保
青色回転灯防犯パトロール活動団体数／交通事故発生件数／食品事業者等の
開催する講習会への講師派遣回数／犬猫に関する苦情件数

１ 防災機能の充実
一時避難ビルの指定数／土砂災害ハザードマップ整備率／企業との災害協定
締結数

防災体制が整っていると感じてい
る人の割合

２ 消防・救急体制の充実
１１９番通報入電から救急出動指令までの時間／応急手当受講者数／防火管
理者の選任率／住宅用火災警報器の作動点検率

宮崎市防災メール登録者数 ３ 生活インフラの維持・整備
水道管路（口径150mm以上）耐震化率／重要路線内の要改善老朽下水道管
きょ改善率／公設合併処理浄化槽設置基数

※ 下線は、市民意識調査に基づく指標。

第五次宮崎市総合計画（案）の概要

基本構想（案）【平成30年度～平成39年度】 前期基本計画（案）【平成30年度～平成34年度】

基本目標 重点項目 主要施策

１－１　多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」

１－２　２０２５年問題に対応した「医療・福祉の充実」

１－３　自然環境の保全と生活の質の向上を図る「居住環境の充実」

１－４　災害に強く、暮らしを支える「生活基盤の充実」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     未来を創造する太陽都市「みやざき」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     地域に愛着を持ち、新たな価値を共に創る

                                           (1)市域の均衡ある発展と地域の特性を生か
                                              した協働のまちづくり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     (2)災害に強いまちづくり

                                           (3)豊かな地域社会を築く地方創生の実現

　豊かな自然環境を保全し、自然の恵みを享受すると
ともに、結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援
を行い、あらゆる世代が、心身を健やかに保てるよう
に、医療や福祉の充実したまちを目指します。
　また、消防や救急体制の確保をはじめ、災害に強い
まちづくりを行い、安心して暮らせる環境の整備され
たまちを目指します。

　結婚・妊娠・出産・子育ての希望を後押しするため、多様なライフ
スタイルに対応した幼児教育や保育サービスを提供するとともに、仕
事と子育ての両立を図るため、親の子育てや家事に対する認識を高
め、子育てに係る相談機能の充実と子どもの居場所づくりを推進し、
ワーク・ライフ・バランスの向上を目指します。

　団塊世代が後期高齢者となる２０２５年問題に対応するため、地域
の多様な主体が連携して、住み慣れた地域での暮らしを支える地域包
括ケアシステムを確立するとともに、医療や介護に係る人材の育成や
確保を図り、医療や介護サービスの提供体制の充実を目指します。
　また、誰もが、生涯にわたって、健康で豊かな人生を送ることがで
きるよう、健康づくりや疾病予防の取組を推進するとともに、感染症
に係る健康危機管理体制の確立を目指します。

　森林や河川などの自然環境の保全をはじめ、再生可能エネルギーの
利用や、ごみの減量とリサイクルを推進し、低炭素社会と循環型社会
の形成を目指します。
　また、市民の暮らしの安全や衛生に対する意識を高めるとともに、
公民連携による既存ストックの有効な活用や、市民の憩いの場となる
公園などを確保することで、市民生活における質の向上を目指しま
す。

　かけがえのない市民の生命や財産を守るため、消防や救急などの体
制を安定的に確保するとともに、南海トラフ地震を想定した地震や津
波、あるいは台風などによる被害を最小限に抑えるために、インフラ
の維持・整備をはじめ、危機管理や防災体制の確立を目指します。
　また、市民生活に不可欠なライフラインとなる上下水道の維持・整
備や、情報ネットワークの確保など、暮らしを支える生活基盤の充実
を目指します。
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将来推計人口モデル：人口減少のスピードを抑制し、人口構造の若返りを図るために、宮崎市が目標としている将来人口
【 将来推計人口モデルの条件設定 】　　平成72年（2060年）：将来推計人口 293,966人・将来推計人口モデル 336,884人
　①　合計特殊出生率2.07を平成62年（2050年）に達成
　②　15歳から24歳までの若年層の転出抑制率30パーセントを平成52年（2040年）に達成

基本構想 【平成30年度～平成39年度】
前期基本計画 【平成30年度～平成34年度】

将
来
の
都
市
像

基
本
目
標

重
点
項
目

健全な行財政運営の確保に向けた取組

まちづくりの基本目標を達成するための具体的な取組

　
基
本
的
方
向

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
姿
勢

　
重
点
目
標

　
主
要
施
策

　
　

（
Ｋ
Ｐ
Ｉ

）

　
重
要
業
績
評
価
指
標

戦略プロジェクト

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
的
な
考
え
方

まちづくりの
基本目標

資料１

２
０
６
０
年
に
約
４
万
４
千
人
の
人
口
減
少
を
抑
制



重点目標 重要業績評価指標（KPI）

２良好な地域社会が形成されている都市（まち） １ 学力向上の取組の推進
全国学力・学習状況調査において、平均正答率が全国水準以上の教科区分数
の割合／情報教育アドバイザーの小学校への派遣回数／読書が好きな児童生
徒の割合

将来の夢や目標を持っている児童
生徒の割合

２ 健やかな心身の育成

困っている人を助けたい・人に親切にしたいと思う児童生徒の割合／全児童
生徒数に対する不登校児童生徒数の割合／全国体力・運動能力、運動習慣等
調査において、平均値が全国水準以上の調査項目の割合／朝食を食べる児童
生徒の割合

３ 特別支援教育の充実 授業スタッフ、スクールサポーター、生活・学習アシスタントの配置人数

４ 教職員の資質の向上 市の研修を受講後、学校で研修成果を生かした教職員の割合

５ 教育環境の充実と学校施設の利活用
小・中学校屋内運動場の非構造部材(照明器具）の耐震化の割合／小・中学
校のトイレの洋式化の割合／小・中学校における高速インターネットの整備
率

６ 地域と学校の連携の推進

地域や社会をよくするために何をすべきかを考えることがあると回答した生
徒の割合／地域人材や産業界と連携・協働したキャリア教育に取り組んでい
る小・中学校の割合／学校支援ボランティアの人数／地域の行事に参加して
いる児童生徒の割合

１ 地域コミュニティの活性化
自治会加入率／地域まちづくり推進委員会の委員数／地域魅力発信プランの
実現率／市民活動センターの新規登録団体数

協働で行われている事業の数 ２ 地域福祉活動の充実
地区社会福祉協議会が実施した地域福祉活動事業の数／民生委員・児童委員
の充足率

移住センターが関与した移住世帯
の３年後の定着率

３ 高齢者の生きがいの場の創出 さんさんクラブ活動延べ参加人数／シニア応援ボランティアの数

４ 地域防災の推進
自主防災組織の結成率／消防団員充足率／登録料の助成を受けた防災士の数
／出前講座（防災講座）の参加者数

５ 移住・定住対策の推進
移住センターが関与した移住世帯数／移住センターにおける移住希望者の相
談件数／移住アンバサダーの登録件数

１ 人権尊重・男女共同参画の推進
市男女共同参画センター利用者数／市が設置する審議会、委員会等における
女性委員の割合

「一人一人がお互いを理解し、尊
重し合う社会である」と思う人の
割合

２ 生涯学習の機会の提供
公民館講座の受講者数／生涯学習施設等の利用者数／生涯学習ボランティア
指導者による出前講座の参加者数／市立図書館等の貸出冊数

文化芸術を通して、心豊かに暮ら
す人の割合

３ 文化芸術の振興や市民スポーツの推進
市民が企画運営する文化イベントに係る参加人数／民族芸能登録団体数／ス
ポーツ施設の利用者数／全国スポーツ大会に出場した児童生徒（小・中・
高）の数

「スポーツ等の運動に親しめる環
境にある」と思う人の割合

４ 国際交流と多文化共生の推進
海外の姉妹（友好）都市交流事業における交流人数／宮崎市国際交流協会が
開催する講座等の参加者数

重点目標 重要業績評価指標（KPI）

３良好な就業環境が確保されている都市（まち） １ キャリア教育や学び直しの場の提供
県内高校生の県内大学・短大への進学率／市の支援する地元定着事業を活用
した地元就職を希望する学生（県内出身者）の増加率

県内新規学卒者の就職内定者のう
ち県内就職内定率

２ 地域や企業ニーズに対応した人材の育成等
市が支援する就職セミナー等を受講して就職した人の数／高度ＩＣＴ技術者
新規雇用者数

３ 農林水産業の担い手の育成 新規就農者数／新規林業就業者数／新規漁業就業者数

４ 地元企業への就職を促す仕組みの構築 就職説明会参加者のうち就職決定者数／雇用・人材アプリインストール数

１ 農林水産業の生産基盤の確立 農業産出額／農業経営体数／水揚高

正規雇用者数 ２ 企業立地と設備投資の促進 製造品出荷額／立地企業数／立地企業における新規雇用予定者数

市内の女性の有業率 ３ 中小企業の経営力の向上
年間商品販売（小売・卸売）額／創業支援事業計画に基づく創業者数／市が
支援した事業承継等の件数

市内の60歳以上70歳未満の有業率 ４ 新商品や新技術等の開発
6次産業化関連補助事業活用事業者数／市が支援した企業と大学等の研究機
関との共同研究数

５ 中心市街地の機能の充実 中心市街地におけるクリエイティブ産業従業者の増加数

６ 雇用形態の多様化・労働力の確保
市の支援する女性の就労支援事業を活用した就職者数／シルバー人材セン
ターにおける派遣事業の受注件数

７ 雇用環境の改善
くるみん認定事業者数／「仕事と家庭の両立応援宣言」を行う事業所数／青
少年プラザの年間施設利用者数／宮崎市イクボス同盟加盟事業者数

※ 下線は、市民意識調査に基づく指標。

基本構想（案）【平成30年度～平成39年度】 前期基本計画（案）【平成30年度～平成34年度】

基本目標 重点項目 主要施策

２－１　地域に愛着や誇りをもつ「みやざきっ子の育成」

２－２　多様で自律性のあるコミュニティを形成する「地域力の向上」

２－３　一人一人が尊重され、生き生きと暮らせる「共生社会の確立」

基本構想（案）【平成30年度～平成39年度】 前期基本計画（案）【平成30年度～平成34年度】

基本目標 重点項目 主要施策

３－１　地域や企業ニーズに合った「人財の育成」

３－２　若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」

　未来を担う子どもたちが、健やかで心豊かに成長で
きるよう、地域や家庭、学校が相互に連携し、地域に
根ざした教育が充実したまちを目指します。
　また、市民が、主体的にまちづくりにかかわり、公
共サービスの担い手となるとともに、生涯にわたっ
て、文化やスポーツに親しみ、誰もが互いを尊重し、
生きがいを持って暮らせるまちを目指します。

　子どもたち一人一人が個性を発揮し、未来をたくましく生きるため
に、知識や技能をはじめ、思考力や判断力、表現力などの確かな学力
を身に付けるとともに、地域ぐるみで子どもたちの学びや育ちを見守
ることで、地域に愛着や誇りを持ち、社会に貢献できる人材の育成を
目指します。
　また、子どもたちの抱える課題が複雑・多様化する中、子どもたち
が将来に夢や希望を持ち、未来に向かって挑戦できるように、安心し
て学習できる教育環境づくりを目指します。

　地域課題の解決に向け、地域が主体的に、あるいは行政と協働して
取り組めるように、地域内分権を推進し、防災や福祉など、市民ニー
ズに合った公共サービスの提供につなげていくとともに、移住者の受
け入れ環境の整備を図ることで、多様性があり、自律性の高いコミュ
ニティの形成を目指します。

　多様な学習の機会が提供され、市民一人一人が、文化や芸術、ス
ポーツなどの生きがいを持つとともに、性別や年齢、国籍、障がいの
有無などにとらわれず、互いに尊重し、共に支え合う地域社会づくり
を目指します。

　安定した雇用を生む地域産業の競争力を強化すると
ともに、潜在的な労働供給力を雇用につなげるため、
地域や企業ニーズに合った人材を育成し、魅力ある雇
用の場を創出することで、質の高い労働市場が確保さ
れているまちを目指します。

　農林水産業などの地域産業や企業における生産・経営基盤の維持、
向上を図るため、産学官等の連携により、地域産業や企業ニーズに
合った人材の育成をはじめ、外部からの人材登用を促進するととも
に、若い世代はもとより、親や学校関係者などの地域産業や地元企業
に対する興味や関心を高めることで、新たな担い手となる若い世代の
地元への定着を目指します。

　地元企業や地域産業との連携を意識した企業誘致を推進し、産学官
等が連携して、農林水産業の生産性や地元企業の経営力を高めるとと
もに、男女共同参画の視点から、幅広い世代に多様な働き方を促すこ
とで、新たな雇用の創出やワーク・ライフ・バランスの向上を目指し
ます。
　また、中心市街地などの中核拠点には、高次商業や業務、居住、文
化、情報などの多様な都市機能を生かして、産業の集積を図るととも
に、地域拠点となる商業地には、活力とにぎわいを創出することで、
地域経済の活性化を目指します。



重点目標 重要業績評価指標（KPI）

４魅力ある価値が創出されている都市（まち） １ 宮崎らしさを生かした取組の推進 外国人宿泊者数／ＭＩＣＥ延べ参加人数

宿泊者数 ２ 景観づくりの推進
フローランテ宮崎の入場者数／花と緑の推進事業参加者数／景観啓発事業参
加者数／屋外広告物の許可申請率

観光消費額 ３ スポーツランドみやざきの推進
プロ野球キャンプ来場者数／プロゴルフトーナメント来場者数／Ｊリーグ
キャンプチーム数／スポーツ合宿宿泊者数

観光入込客数 ４ 観光客受入環境の充実 県外観光客のリピーターの割合／道の駅フェニックスの来場者数

５ 国内外の市場開拓 農産物のブランド認証品の売上額

重点目標 重要業績評価指標（KPI）

５地域特性に合った社会基盤が確保されている都市（まち） １ 都市機能の集約化
総人口に対する用途地域内の人口の割合／総人口に対する人口集中地区人口
の割合

「良好な市街地が整備され、都市
機能がコンパクトにまとまってい
る」と思う人の割合

２ 広域公共交通網の構築
主要バスターミナル等における路線バス乗降客数／宮崎空港路線利用者数／
フェリー旅客数

「公共交通の利便性が確保されて
いる」と思う人の割合

３ 物流体制の確保 宮崎港の取扱貨物量／中央卸売市場の取扱金額

４ 公共施設や交通インフラの維持・整備
「公共施設サービスが質、量ともに適切に提供されている」と感じている人
の割合／都市計画決定道路(市道)の改良延長／老朽化等により早期に対策が
必要と判断された橋梁の修繕割合

５　健全な行財政運営の確保に向けた取組

１効率的で効果的な行政経営

２職員の資質向上と機能的な組織体制の確立

３情報化の推進

４広報広聴機能の充実

５広域連携の推進

※ 下線は、市民意識調査に基づく指標。

基本構想（案）【平成30年度～平成39年度】 前期基本計画（案）【平成30年度～平成34年度】

基本目標 重点項目 主要施策

４－１　交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」

基本構想（案）【平成30年度～平成39年度】 前期基本計画（案）【平成30年度～平成34年度】

基本目標 重点項目 主要施策

５－１　コンパクト化とネットワークの形成による「都市機能の充実」

前期基本計画（案）【平成30年度～平成34年度】

重点目標 主要施策 重要業績評価指標（KPI）

市債残高（普通会計） 市税収納率／行財政改革による節減（効果）額

基金残高（普通会計） 行政サービスを提供する職員に対する満足度/職員数

成果指標の達成状況 電子申請の利用件数／電子決済の利用件数

市政情報の発信に満足している市民の割合

連携中枢都市圏構想の取組事業数

　市外からヒト・モノ・カネを呼び込める環境の整備
を図るため、地域が一体となったマーケティングを進
めるともに、豊富な観光資源や農産品などを生かし、
ブランド力を高めることで、稼ぐ力のある地域産業が
育まれているまちを目指します。

　地元企業や地域産業などの多様な主体が連携して、観光客の受入環
境を整備し、豊かな地域資源を活用したツーリズムなどを創出すると
ともに、豊富で付加価値の高い農畜水産物や加工品などを生かし、国
内外に効果的に情報を発信することで、交流人口や販路の拡大を図
り、地域産業の成長と稼ぐ力の向上を目指します。

　インフラの長寿命化を図り、公共施設の最適な配置
の実現に向けて取り組むとともに、地域の特性に即し
たコンパクトなまちづくりと、これと連携した交通体
系を構築し、地域間におけるネットワークを形成する
ことで、高次の都市機能が維持されているまちを目指
します。

　多様な都市機能の集約や都市空間の有効・高度利用を促進し、中心
市街地を核に都市機能をコンパクトに集約するとともに、地域拠点に
おける都市機能を強化し、基幹道路等のインフラの整備をはじめ、
陸・海・空の交通の拠点性を生かし、広域的な交通網や物流ネット
ワークを構築することで、利便性の高い都市環境の形成を目指しま
す。
　また、庁舎等施設においては、市民サービスを確保し、交流・防災
機能を充実強化するとともに、公共施設の更新や維持に当たっては、
民間と連携して、総量の最適化や質の向上を図るなど、最適な公共施
設サービスの提供を目指します。


